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【個人の市・府民税の減免 参考条例等】 

○枚方市税条例

（平成１４年１２月１６日 条例第２７号） より抜粋 

(市民税の減免) 

第４７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するもので特に必要があると認めるものに対し、

市民税を減免することができる。 

（１）生活保護法の規定による保護を受ける者

（２）当該年において所得が皆無となったため生活が著しく困難となった者又はこれに準ずると

認められる者 

（３）学生及び生徒

（４）不慮の災害により納税の能力を喪失した者

（５）前各号に掲げるもののほか、特別の事由があるもの

２ 前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は、納期限までに、規則で定めるとこ

ろによって市長に申請しなければならない。 

３ 第１項の規定によって市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合においては、直

ちにその旨を市長に申告しなければならない。 
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○枚方市税条例施行規則

（昭和５０年５月１日 規則第１９号） より抜粋 

（貧困による市民税の減免） 

第９条の２ 条例第４７条第１項第１号に規定する減免理由による減免は、市民税の納税義務者

が申請の日に生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保護を受けている場合に

行うものとし、その額は、当該日以後に到来する納期分の市民税額の全額に相当する額（条例

第３７条の規定により特別徴収の方法によつて徴収するものにあつては当該日の属する月の翌

月以後分の月割額の全額に相当する額とし、条例第４４条の２の規定により特別徴収の方法に

よつて徴収するものにあつては当該日の属する月の翌月以後分の支払回数割特別徴収税額及び

支払回数割仮特別徴収税額の全額に相当する額（当該日が４月１日から６月末日までの間であ

る場合には、当該申請の日の属する年度の初日からその日の属する月の末日までの間に徴収す

べきものを含む。）とする。次条及び第９条の４において「減免対象税額」という。）の全額と

する。 

第９条の３ 条例第４７条第１項第２号に規定する減免理由による減免は、市民税の納税義務者

が次の各号のいずれかに該当する場合に行うものとし、その額は、当該各号に定める額とする。 

（１）自己の都合によらない失業（傷病によるものを含み、定年によるものを除く。）又は事業の

廃止により、その収入額が著しく減少すると見込まれ、かつ、当該市民税の納税義務者及びそ

の者と生計を一にする配偶者その他の親族（以下この条において「納税義務者等」という。）

の借入金（納税義務者等の事業の廃止、傷病、不慮の事故等に起因するものに限る。以下同

じ。）の返済額、医療費の額並びに生活保護法の規定による生活扶助、教育扶助及び住宅扶助

に係る基準生活費の額の合計額（以下「納税義務者等の支出相当額」という。）が納税義務者

等の収入見込額並びにその所有する現金、預貯金及び有価証券の額の合計額（以下「納税義務

者等の収入相当額」という。）以上である場合 次の表の左欄に掲げる納税義務者の前年の合

計所得金額（申請の日の属する年度分の市民税の課税の基礎となる法第２９２条第１項第１

３号に規定する合計所得金額（法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当

所得の金額、法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、法附則

第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額、法附則第３５条第５項に規定する短期譲渡

所得の金額、法附則第３５条の２第６項に規定する株式等に係る譲渡所得等の金額又は法附

則第３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額がある場合には、当該金額

を含む。以下「合計所得金額」という。）をいう。以下同じ。）の区分に応じ、減免対象税額

に同表の右欄に定める減免率を乗じて得た額 

納 税 義 務 者 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 

減免率 控除対象配偶者等（控除対象配偶者及び扶養親族をい

う。以下同じ。）を有する者 

控除対象配偶者等を

有しない者 

９０万円に配偶者控除額等（配偶者控除額、配偶者特

別控除額及び扶養控除額並びに３３万円に年齢１６歳

未満の扶養親族の数を乗じて得た額の合計額をいう。

以下同じ。）を加算した額以下 

９０万円以下 １０割 

９０万円に配偶者控除額等を加算した額を超え、 

１３０万円に配偶者控除額等を加算した額以下 

９０万円を超え、 

１３０万円以下 
５割 
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（２）失業し、又は事業を廃止した場合において、障害者（法第２９２条第１項第９号に規定する

障害者をいう。以下同じ。）となり、又は重傷（治癒に２月以上を要し、又は多額の治療費を

要する負傷で障害者となるに至らない程度のものをいう。以下同じ。）を負つたこと等の理由

により、申請の日から１年以内に就職し、又は事業を開始することが困難であると見込まれ、

かつ、納税義務者等の支出相当額が納税義務者等の収入相当額以上である場合 次の表の左

欄に掲げる納税義務者の前年の合計所得金額の区分に応じ、減免対象税額に同表の右欄に定

める減免率を乗じて得た額 

納 税 義 務 者 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 

減免率 
控除対象配偶者等を有する者 

控除対象配偶者等を

有しない者 

１２５万円に配偶者控除額等を加算した額以下 １２５万円以下 １０割 

１２５万円に配偶者控除額等を加算した額を超え、 

２５０万円に配偶者控除額等を加算した額以下 

１２５万円を超え、 

２５０万円以下 
５割 

（３）配偶者その他の親族の介護を行うこと等の理由により失業し、又は事業を廃止した場合に

おいて、申請の日から１年以内に当該理由により就職し、又は事業を開始することが困難で

あると見込まれ、かつ、納税義務者等の支出相当額が納税義務者等の収入相当額以上である

場合 前号の表の左欄に掲げる納税義務者の前年の合計所得金額の区分に応じ、減免対象税

額に同表の右欄に定める減免率を乗じて得た額 

（４）納税義務者等の事業の廃止、傷病、不慮の事故等により、その返済額が納税義務者等の収入

相当額に１０分の３を乗じて得た額以上の借入金を有し、かつ、納税義務者等の支出相当額

が納税義務者等の収入相当額以上である場合 第２号の表の左欄に掲げる納税義務者の前年

の合計所得金額の区分に応じ、減免対象税額に同表の右欄に定める減免率を乗じて得た額 

（５）相続により納税義務を承継し、かつ、当該承継した納税義務者等の支出相当額が納税義務

者等の収入相当額以上である場合 次の表の左欄に掲げる被相続人の前年の合計所得金額の

区分に応じ、減免対象税額に同表の右欄に定める減免率を乗じて得た額 

被 相 続 人 の 前 年 の 合 計 所 得 金 額 減免率 

３００万円以下 １０割 

３００万円を超え、６００万円以下 ５割 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、減免を行わない。 

（１）納税義務者の前年の合計所得金額が６００万円を超える場合

（２）納税義務者等が地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）第７条の１３の２に規定す

る資産又は自らの居住の用に供しない不動産を所有する場合 

（学生又は生徒である場合の市民税の減免） 

第９条の４ 条例第４７条第１項第３号に規定する減免理由による減免は、市民税の納税義務者

が所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２条第１項第３２号イからハまでに規定する者で、

前年の合計所得金額が９０万円以下であり、かつ、納税義務者等の支出相当額及び就学に要す

る費用の額の合計額が納税義務者等の収入相当額以上である場合に行うものとし、その額は、

減免対象税額の全額とする。 

２ 前条第２項第２号の規定は、前項の場合について準用する。 
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（災害による市民税の減免） 

第１０条 条例第４７条第１項第４号に規定する減免理由による減免は、次の各号のいずれかに

該当する場合に当該市民税の納税義務者(個人に限る。第１６条において同じ。)について行う

ものとし、その額は、当該各号に定める額とする。 

（１）災害により市民税の納税義務者が死亡し、障害者となり、又は重傷を負つた場合 次の表

の左欄に掲げる事由の区分に応じ、当該納税義務者に対して課すべき当該災害を受けた日(以

下この条及び第１６条第１項において「被災日」という。)の属する年度分の市民税額のうち

被災日以後に到来する納期分の市民税額の全額に相当する額（条例第３７条の規定により特

別徴収の方法によつて徴収するものにあつては被災日の属する月の翌月以後分の月割額の全

額に相当する額とし、条例第４４条の２の規定により特別徴収の方法によつて徴収するもの

にあつては被災日の属する月の翌月以後分の支払回数割特別徴収税額及び支払回数割仮特別

徴収税額の全額に相当する額（被災日が４月１日から６月末日までの間である場合には、被災

日の属する年度の初日からその日の属する月の末日までの間に徴収すべきものを含む。）とす

る。以下この条、第１６条第１項及び第１６条の２第１項において「被災減免対象税額」とい

う。）に同表の右欄に掲げる減免率を乗じて得た額 

事 由 減免率

死亡したとき １０割 

障害者となつたとき ９割 

重傷を負つたとき ６割 

（２）災害により市民税の納税義務者の控除対象配偶者等が死亡し、障害者となり、又は重傷を

負つた場合 次の表の左欄に掲げる当該納税義務者の被災日の属する年度の市民税の課税の

基礎となる合計所得金額（以下この項において「被災年度の課税に係る合計所得金額」とい

う。）の区分に応じ、当該控除対象配偶者等１人につき被災減免対象税額に同表の右欄に掲げ

る減免率を乗じて得た額

納税義務者の被災年度の課税に係る合計所得金額 減免率

２５０万円以下 ４割

２５０万円を超え５００万円以下 ３割

５００万円を超え７５０万円以下 ２割

（３）災害により市民税の納税義務者又はその控除対象配偶者等の所有及び居住に係る住宅又は

家財(法第３１４条の２第１項第１号に規定する資産に該当する住宅又は家財をいう。)に損

害があつた場合 次の表の左欄に掲げる損害の程度の区分に応じ、被災減免対象税額に同表

の右欄に掲げる減免率を乗じて得た額
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備考

保険金、損害賠償金等により補てんされるべき金額があるときは、これを控除して損害の

程度を算定する。

２ 前項各号の２以上に該当する場合においては、次条の規定にかかわらず、軽減すべき当該減

免率を加えて得た率(その率が１０割を超えるときは、１０割とする。)を被災減免対象税額に乗

じて得た額を軽減し、又は免除する。 

（２以上の理由がある場合における市民税の減免） 

第１０条の２ 条例第４７条第１項の規定によつて市民税の減免を受けることができる者が、こ

の規則の２以上の市民税の減免に係る規定に該当する場合には、それらの規定のうち、当該者

について減免の額が最も大きくなる規定を適用する。この場合において、前条第１項各号の２

以上に該当するときは、当該２以上の規定を１の市民税の減免に係る規定とする。 

（申請手続） 

第１０条の３ 市民税の減免を受けようとする者は、申請書に、次に掲げる書類のうち市長が必

要と認めるものを添付して申請しなければならない。 

（１）生活保護の受給証明書

（２）雇用保険受給資格者証

（３）収入に関する証明書類

（４）医師の診断書

（５）医療費の領収書

（６）介護保険被保険者証

（７）在学証明書

（８）罹災証明書又は被災証明書

（９）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

項 損害の程度 

減免率 

納税義務者の被
災年度の課税に
係る合計所得金
額が２５０万円以
下 

納税義務者の被
災年度の課税に
係る合計所得金
額が２５０万円を
超え５００万円以
下 

納税義務者の被
災年度の課税に
係る合計所得金
額が５００万円を
超え７５０万円以
下 

納税義務者の被
災年度の課税に
係る合計所得金
額が７５０万円を
超え１，０００万円
以下 

１ ５割以上のとき １０割 １０割 ５割 ２.５割 

２ 
２割以上５割
未満のとき 

５割 ５割 ２.５割 １.２５割 

３ 

床上浸水したと
き(１の項又は
２の項に該当す
る場合を除く。) 

５割 ３割 ２割 １割 
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(被災日又は減免申請の日以後に納期がない場合の特例) 

第１６条 第１０条の規定を適用する場合において、被災減免対象税額がないときは、当該納税

義務者に対して被災日の属する年度分の市民税額を４で除して得た額（１，０００円未満の端

数があるときは、これを切り捨てた額とする。以下この項において同じ。）を被災減免対象税額

とみなし、被災減免対象税額があり、その額が被災日の属する年度分の市民税額を４で除して

得た額に満たないときは、当該額と被災減免対象税額との差額に相当する額を被災減免対象税

額とみなし、同条の規定の例により、被災年度の翌年度において軽減し、又は免除する。 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

（被災減免対象税額を既に納付している場合の還付等) 

第１６条の２ 市民税の納税義務者が、被災減免対象税額の全部又は一部を既に納付している場

合において、当該納付した額が被災減免対象税額から被災減免対象税額に減免率を乗じて得た

額を控除した額を超えるときは、当該超える額を、法第１７条又は法第１７条の２の規定の例

により、還付し、又は充当する。 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

（補則） 

第２９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
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